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令和５年度私立幼稚園等緊急環境整備費補助事業の実施及び交付申請書の提出について（依頼） 

 

本県の幼児教育の振興につきましては、日頃格別のご尽力を賜り厚くお礼申し上げます。 

さて、本年度も、教育の質の向上に必要な遊具・運動用品・教具・保健衛生用品等の設備

整備を行う学校法人立の幼稚園及び幼稚園型、幼保連携型認定こども園に対して、補助事業

を実施します。 

つきましては、令和５年度私立幼稚園等緊急環境整備費補助の交付を希望される園は、別

紙「私立幼稚園等緊急環境整備費補助事業 取扱要領」をご確認のうえ、交付申請書等をご

提出いただくようお願いいたします。 

※この事業は、例年実施している遊具・運動用品・教具・保健衛生用品の購入に要する経費を補助

する緊急環境整備費補助事業です。 

 

１ 提出書類  ※控えを１部、園で保管してください。 

(1) 令和５年度私立幼稚園等緊急環境整備費補助金交付申請書（第１号様式） 

(2) 別紙１ 私立幼稚園等緊急環境整備費補助事業計画書・補助金所要額算出内訳書 

(3) 採択理由書 

(4) 見積書の写し（不採択分を含め、最低２者以上。）※原本は園で保管してください 

(5) カタログ又は仕様書等 

※オリジナル教具等でカタログのない機器等の整備の場合でも、仕様書やイメージ図等を 

必ず提出してください。また、一式で見積を行う場合も、全ての物品について提出して下

さい。 

※同一法人内で複数園の申請がある場合は、園ごとに申請書を作成してください。 

  ※様式等は、県ホームページよりダウンロード可能です。 

【掲載ページ】 

神奈川県トップページ > 分類から探す > 教育・文化・スポーツ > 教育 >  

私立学校 > 私立学校向け補助金関係のお知らせ >  

令和５年度私立幼稚園等緊急環境整備費補助事業の実施及び交付申請書の提出について 

 

２ 提出期限 

令和５年10月20日（金） 郵送必着 

 



３ 提出について 

（1）提出先：〒231-8588（住所省略可） 

神奈川県庁私学振興課助成グループ 永見、本村宛 

（2）提出方法：郵送 

 

４ 留意事項 

(1) 事業実施（発注・契約・購入・納品・支払い）について 

ア 必ず交付決定通知書が届いてから着手（発注・契約・購入・納品・支払い） 

してください。 

交付決定前に着手した場合は、補助対象外となります 

イ 履行確認書類として、納品書・請求書・領収書の３点を提出していただきます。 

書類の発行が可能かお確かめのうえ、見積を依頼してください。 

ウ 必ず令和６年３月末までに事業を完了（納品・支払いまで）してください。 

 

(2) 見積について 

ア 業者選定にあたっては、入札または２者以上による見積合わせ等によることとし、 

１者のみによる随意契約は認められません。 

イ 見積依頼を行う際は、材質、サイズ等の規格および数量等の条件を指定した仕様書（見

積依頼書）を必ず作成し、業者へ提示してください。 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 交付決定について 

 本補助事業は、文部科学省からの交付決定額の範囲内で実施される補助事業です。 

文部科学省からの交付決定額及び各園の申請状況によっては、各園の交付決定額に圧縮が

掛かることが見込まれますので、あらかじめご留意ください。 

これまでの圧縮率は次のとおりです。交付申請の参考としてください。 

  （圧縮率）令和３年度：41.827％ 令和４年度：54.661％ 

   ※100 万円の物品を購入した場合の補助金額の計算例（補助率 1/3 の場合） 

（令和４年度圧縮率の場合） 

100 万円 × 補助率（1/3）× 圧縮率（54.661％）＝ 補助金額（18 万 2千円） 

（令和３年度圧縮率の場合） 

100 万円 × 補助率（1/3）× 圧縮率（41.827％）＝ 補助金額（13 万 9千円） 

なお、各園への交付決定は 11 月を予定しております。  

問合せ先 

助成グループ 永見、本村 

電話 045-210-1111 内線 3773 

（参考）見積合わせについて 

業者の選定にあたっては、同一規格、同一条件の物品を指定して、複数の業者に見積を依頼し、

最も低価格の見積書を提示した者と契約することになります。 

そのため、材質やサイズ等の規格が異なる見積書を比較することは、見積合せとはいえません。

また、より高価格な見積書を提示した業者を選定することも認められません。 


